
 

大阪市立学校園教育実習実施要綱 

 

大阪市教育委員会 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大阪市立幼稚園、小学校、中学校、及び義務教育学校（以下「市立学校園」という。）

において実施する教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）に基づく教育職員免許状取得のための

教育実習（以下「教育実習」という。）の実施に関し必要な事項を定め、教育実習の適切かつ円滑な

実施に資することを目的とする。 

 

（教育実習の体制） 

第２条 教育実習は、市立学校園での教育実践を通じて、教育実習の対象者（以下「実習生」という。）自ら

が教職への適性や進路を考える貴重な機会であり、次世代の教員を養成する機会である。大学、短期

大学又は教員養成機関（以下「大学等」という。）、教育実習を行う学校及び幼稚園（以下「実習校園」

という。）及び大阪市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は教育実習の適切かつ円滑な実施に

むけ協働して教育実習にあたる。 

 

（対象者） 

第３条 教育委員会は、教育職員免許法に基づく普通免許状取得のために必要な教育実習を行う大学等から

の申請により、市立学校園の教育課程の実施に支障のない範囲において、次に掲げる要件をいずれも

満たす学生を実習生として受け入れることができる。 

(1) 教育職員免許状の取得が見込まれ、教職に就く意思があること。 

(2) 教育実習の期間中は、教育実習に専念できること。 

(3) 大学等が規定している教育実習の前に履修すべき単位数を修得していること。 

(4) 授業構想することや、学習指導案の立案ができ、幼児児童生徒に教育を施す者としての基本的

な心構えを含め、大学等における教育実習に係る事前指導を受けていること。 

(5) 教育委員会が開催する「教育実習事前研修会」を受講していること。 

 

（教育実習の手続き） 

第４条 市立学校園において教育実習を実施しようとする大学等は、以下の手続きを行うこと。 

(1) 大学等は、教育実習を希望する者に対し、実習校園から事前に承諾を得る手続きを行わせ、原

則として教育実習を希望する年の前年度中に内諾書を教育委員会に提出すること。 

(2) 実習期間は、実習校園から事前の承諾を得る手続きの際に実習校園と大学等との間で調整し、

内諾書に記載した期間とする。ただし、実習校園の事由により、実習期間を変更することがで

きる。 

(3) 教育委員会は、実習校園を決定し、大学等に教育実習承認通知をもって通知する。 

 

（大学等の役割） 

第５条 大学等は、教育実習の開始前に実習生に対し、第３条第４号に規定する事前指導を行う。 

第６条 大学等は、教育実習の開始後、実習生の教育実習に臨む姿勢や資質・能力に問題が生じた場合には、

速やかに個別の指導を行う。 

第７条 大学等は、実習生について、実習開始までに大学等における健康診断の受診確認及び麻しん抗体有無

確認等を終了しておくこと。 

 

 



 

（市立学校園の役割） 

第８条  市立学校園の校園長は、通常の教育活動に支障のない範囲で実習生の受入れに努めるものとする。 

第９条  市立学校園の校園長は、教育実習希望学生と面接を行い、実習生としての適性について確認を行う。

実習生としての受入について適当と認めた場合、校園長は大学等が用意した教育実習内諾書を大学等

に交付する。 

第１０条 教育実習にあたっての実施プログラムの作成は、実習校園が行う。 

 

（実習生の服務） 

第１１条 実習生は、教育実習期間中は教育実習に専念し、実習校園の校園長の指示に従わなければならない。 

第１２条 実習生は、地方公務員法 34 条（秘密を守る義務）及び大阪市個人情報保護条例を遵守し、教育実習

中に知り得た個人情報の取扱いには細心の注意を払うこと。 

 

（実習生の体調管理・感染症対策等） 

第１３条 大学等は、実習生に対し、教育実習開始前から終了までの間、体調管理に留意し、良好な健康状態で

教育実習に臨むことができるように指導すること。また、実習生の学校保健安全法施行規則に定める

「学校において予防すべき感染症」（以下、「学校感染症」という。）への感染確認、感染拡大防止に向

けて責任をもつこと。 

第１４条 大学等は、実習生に、教育実習開始２週間前から終了までの間、検温や体調管理に万全を期すよう  

指導すること。 

第１５条 教育実習開始の２週間以内から終了までの間に、実習生に体調不良等の症状がある場合や近親者に 

学校感染症の感染者がいる場合は、実習生は、実習校園及び大学等の指示・判断に従うこと。 

 

（教育実習期間中の事故・保険等） 

第１６条 教育実習期間中に実習生に係る事故又は事件が発生した場合には、大学等は責任を持って連絡・対応

しなければならない。 

第１７条 実習生の実習校園における実習期間中の災害及び往復途上での災害、学校又は第三者に与えた損害等

については、当該災害の原因が実習校園・教育委員会に起因することが明らかな場合を除いて、実習

校園・教育委員会はその責任を負わない。 

第１８条 大学等は、上記の災害等に備えるため、大学等の責任において、実習生に傷害保険及び賠償責任保険

に加入させるものとする。 

 

（経費等） 

第１９条 実習校園の関係者は、教育実習実施に伴い大学等又は実習生から謝礼金等を受領しない。ただし、給

食費、実習生の個人保有となる教材費等、実習生個人に帰属する費用については、実習生の負担とす

る。 

 

（教育実習の辞退） 

第２０条 実習生が、教育実習を辞退する場合、速やかに、実習校園及び教育委員会に申し出ること。 

 

（教育実習の中止） 

第２１条 教育委員会は、実習生が第３条に該当しないと認めた場合、第 12 条に違反して実習校園の校園長の

指導に従わず、若しくは幼児児童生徒の個人情報を漏洩する等の行為を行った場合、実習校園の教育

活動を妨げる行為を行った場合、又は、第 13 条、第 14 条並びに第 15 条の規定に違反した場合、教

育実習を中止することができる。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


